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１．エコーネットライトことはじめ

１．ECHONET Liteことはじめ
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家庭におけるエネルギーマネジメントの必要性
 震災以降、家庭部⾨も含めた電⼒の需給調整の必要性が増⼤
 ⽇本における省エネの取り組みは各家電本体の消費電⼒の削減（エアコンは

2011年に2000年度⽐30%削減を実現）を中⼼に実施。⼀⽅で、家電製品の増
加等により、家庭における電⼒利⽤量は2.1倍に増加。

 家庭内の機器を「つなぐ」ことによるエネルギーマネージメントの活⽤がま
すます重要に。
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「つながる」ための環境整備＝”ECHONET Lite”
 エネルギーマネジメントの普及拡⼤に向けて、家庭内の機器同⼠が、メー

カーの違いを超えて「つながる」ことが重要。
 HEMSを中⼼としたエネルギーマネジメントシステムの構築に向けて、オー

プンな通信規格である「ECHONET Lite」の活⽤を推進。

電⼒会社
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（参考）ECHONET Lite対応機器（例）

 家庭内のあらゆる機器の制御コマンドを定義（90種類以上）
 対象となる機器・コマンドの追加を定期的に実施（2回/年）

セキュリティ
関連機器

⽕災センサ、⼈体検知センサ、温度センサ、
CO２センサ、電流量センサ、etc.

空調
関連機器

エアコン、扇⾵機、換気扇、空気清浄機、
ホットカーペット、⽯油ファンヒータ、 etc.

住宅
関連機器

電動ブラインド、電動カーテン、温⽔器、電気錠、
ホームエレベータ、 ガスメータ、電⼒量計、etc.

調理・家事
関連機器

電⼦レンジ、⾷器洗い機、⾷器乾燥機、洗濯機、
⾐類乾燥機、 etc.

照明
関連機器 ⼀般照明、誘導灯、⾮常灯、 etc.

業務
関連機器 ビル、店舗⽤機器

健康管理
関連機器 体重計、体脂肪計、体温計、⾎圧計、⾎糖値計、etc.

AV
関連機器 TV、ディスプレイ、etc.



5

（参考）ECHONET Liteの国内普及状況（平成27年6⽉時点）

 平成2７年６⽉現在で103機種に対応。特に、エネルギーマネジメント効果の⼤きい重
点8機器から市場投⼊が開始

出典：各企業及び業界団体等へのヒアリングを元に経済産業省作成

重点機器 普及状況

スマートメーター
平成26年度及び平成27年度に約1,116万台を導入予定。平成36年度までに全世帯（約7,750万台）導
入予定。

蓄電池
平成25年度補正「定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費補助金」へ申請のあった機器の約
70％が対応。

太陽光
パネル

複数の大手メーカーでは、平成27年度から全機種に対応。

燃料電池 平成27年４月以降、都市ガス用機種の半数以上が対応。

ガス・石油給湯器 平成27年４月以降、都市ガス用暖房機能付給湯器の半数以上が対応。

エアコン 平成2７年４月時点の発売機器の５～６割が対応。順次、拡大予定。

照明
平成26年以降、市場投入開始。
（複数の大手企業で、既に30機種以上をラインナップ）

EV用
充電器

平成26年以降、市場投入開始。
（ある大手企業では、既に４機種以上をラインナップ）

※ECHONET Lite対応にはアダプタやコントローラー等が必要となる製品も含まれる。

ECHONET Lite対応重点8機器の普及状況
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１．エコーネットライトことはじめ

２．エネルギー環境の変化

３．新たなスマートハウスの展開
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ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の推進
 エネルギー基本計画においては、「住宅については、２０２０年までに標準

的な新築住宅で、２０３０年までに新築住宅の平均でＺＥＨ（ネット・ゼ
ロ・エネルギー・ハウス）の実現を⽬指す。」と明記。

 また、昨年11⽉26⽇の未来投資に向けた官⺠対話では、「2020年までに、ハ
ウスメーカー等の新築⼾建の過半数のネット・ゼロ・エネルギー・ハウス化
するとともに、省エネリフォームを倍増させる。」との総理発⾔。

資源エネルギー庁「ZEHロードマップ」（平成27年12⽉取りまとめ）
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（参考）エネルギーミックスにおける家庭の省エネ寄与度
 2013年時点で、家庭部⾨のエネルギー需要は、全体の14%であるにも関わら

ず、2030年に向けた省エネ寄与度は全体の約１／４。
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（参考）エネルギーミックスにおけるエネルギーマネジメントの想定
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再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤と出⼒制御
 太陽光発電をはじめとする再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤に伴い、再⽣可能

エネルギーに係る出⼒制御ルールが変更。

○太陽光のきめ細かな出力制御システムの導

入による受入可能量の拡大

日単位（３０日）から時間単位の制御に移

行するとともに、

出力制御を行う対象を拡大（太陽光・風力

の500kW未満も対象）

遠隔出力制御システムの導入義務化

九州電力等の受入可能量の上限に達した電

力会社については、３０日を超える出力制

御を前提に接続を再開
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スマートメーターの導⼊拡⼤
 スマートメーターは2015年7⽉より⼀部地域で導⼊が開始され、2024年度ま

でに全ての家庭への導⼊が完了する予定。
 全ての家庭に「ECHONET Lite対応機器が1台は⼊る」ということ。

全ての家庭に「ECHONET Lite対応機器が1台は⼊る」ということ
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スマートメーターからのBルート経由での情報提供サービス開始
 2016年4⽉には10電⼒全てでBルートサービスの導⼊が開始。

◆ 各社とも、ＨＥＭＳ等に対して比較的円滑にリアルタイムでの情報提供が可能な「Ｂルート」への対応を優先して進めている。

◆ 需要家からの個別要望に応じたスマートメーター設置については、基本的にＢルート対応開始時期以降対応（小売全面

自由化予定時期以前にはある）。「全供給エリア対応開始」はサービス提供を本格開始する時期であり、申込受付はサービス提供

の開始よりも前に余裕をもって開始できるよう、各社において計画の詳細について検討を行う

Aルート対応開始時期 Bルート対応開始時期 条件・補足説明等

一部

対応開始

全供給エリア

対応開始★１

一部

対応開始

全供給エリア

対応開始★２

★１ スマートメーターの検針値を、MDMSまで自動で収集し、お客さまに「見える化」
サービスが 提供可能となるとともに、料金システムに連係し、料金算定データとして使用
可能となる時期。
★２ お客さまからの個別要望に応じて、Bルート対応が可能となる時期。

北海道 H28年４月*１ H29年度中 H27年度中*２ H27年度中
*１ 小売他社のお客さまを対象として、自動検針を開始する予定。
*２ 一部地域で実施する試験導入により、業務運営を含めた検証・評価・改善を行う。

東北 H27年度下期中*３ H29年度中 H27年度下期中*３ H27年度下期中
*３ 業務検証を実施し，関連するシステム・業務に問題ないことを確認の上、データ提供
希望者に対して順次対応を開始する予定。

東京 H27年２月*４ H27年７月 H26年９月*５ H27年７月
*４ MDMSの先行適用（検証含む）を行うエリアに限定。
*５ スマメ先行設置エリアに限定するなど、提供対象・機能を限定（試験サービス）。

中部 H27年７月*６ H28年４月 H26年10月*７ H27年７月

*６ １：Ｎ無線方式を適用した場合に、Ａルートによる電気使用状況の「見える化」
及び自動検針に対応可能な時期。

マルチホップ通信適用地域のお客さまについては、通信伝送路が整備され
次第、順次見える化サービスの提供は可能となるが、それ以前にサービスの
提供を希望されるお客さまには、個別に１：Ｎ無線方式を適用することにより
対応可能。

*７ 段階的設置※のため提供対象の制約はあるものの、その中で希望されるお客さまにつ
いては、Bルートの活用は可能。※段階的設置：１営業所/１支店を選び2,000台程度設置
予定。全社で計12,500台程度設置予定。

北陸 － H27年7月 － H27年7月

関西 現在実施中 現在実施中 H27年2月*８ H27年7月 *８ 一部地域で実施する試験導入により、業務運営を含めた検証・評価・改善を行う。

中国 Ｈ28年4月*9 H29年4月 － H28年4月
*９ スマートメーター設置を希望されるお客さまおよび他電気事業者へ契約先を変更され

るお客さまに対しては、自動検針を開始する予定。

四国 H27年度中*10 H28年4月 H27年度中*10 H28年4月
*10 H27年度に実施するモデル導入において、一連のシステム・業務の最終確認ができ次第、

見える化対応を開始予定

九州 － H28年4月 H27年度下期中*11 H28年4月 *11 Ｈ27年度下期に試験導入を行い、業務運営を含めた検証・評価を行う。

沖縄 H27年度下期中*12 H28年4月 H27年度下期中*12 H28年4月
*12 H27年度下期から業務検証を実施し、関連するシステム・業務に問題ないことを確認の
上、データ提供希望者に対しては順次対応を開始する予定。なお、一部対応開始期間におけ
るデータ提供可能な地域や対象については今後検討。
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電⼒⾃由化を含むエネルギーシステム改⾰の推進
 2016年4⽉から低圧部⾨における電⼒⾃由化がスタート。

⾃由化に先⽴って
託送供給約款の

認可が必要

⾃由化に先⽴って
託送供給約款の

認可が必要

【電⼒】

【都市ガス】

【熱】

【規制組織】

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成34年
（2022年）

第１段階
（広域機関創設） 第２段階

（⼩売全⾯⾃由化）
第３段階（送配電部⾨

の法的分離）

熱供給事業
の⾃由化

導管部⾨の
法的分離（⼤⼿３社）

ガスの⼩売
全⾯⾃由化

新規制組織
の創設（電⼒の
業務の開始）

ガス・熱の
業務を追加

措置済み
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電⼒⾃由化による様々な事業者の参⼊
 ガス、⽯油、通信、商社、コンビニなど様々なプレーヤーが参⼊を予定。

• KDDI
• ソフトバンク（東京電⼒と）
• 東京ガス
• ENEOS
• ジュピターテレコム
• 丸紅新電⼒
• MCリテールエナジー（三菱商事、ローソン） ［出所：各社 HP］



15

１．エコーネットライトことはじめ

３．IoT時代の到来

３．新たなスマートハウスの展開



インターネット、モバイルの普及を経てIoT、AIの時代に
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 現在は、IoTやAIの技術進展により産業構造の変⾰期であり⼤きなビジネスチャンスを
⽣む。

①2000年代前半 ②2000年代後半 ③2010年代

インターネットの急速な普及
↓

・全産業で効率化が進展
・ＢtoＣを中⼼にネットビジネスが
発展

SNSやモバイルの普及
↓

個⼈データの蓄積・利活⽤が
進展

現在

IoTの拡⼤、AIの進化、実社会への反映

産業構造を含め
全産業のビジネスを⼤きく
変⾰する可能性

Mobile to MobilePC to PC Thing to Thing

↓

・SNS：Social Networking Service （社会ネットワーク）
・IoT：Internet of Things （モノのインターネット）
・AI：Artificial Intelligence （⼈⼯知能）



IoT、ビッグデータ、⼈⼯知能の進展がもたらす産業・社会構造の変化
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 「IoT(インターネット・オブ・シングス)」、「ビッグデータ」、「⼈⼯知能」といった技術⾰新により、あ
らゆるモノがネットーワークでつながり、現実世界の情報が瞬時にデータ化。その⼤量のデータを活
⽤した様々なモノの⾃動制御が進展。産業・社会構造が⼤きく変わろうとしている。

IoT
（Internet of Things)

様々なモノがインターネットにつながり、
⼤量の情報がやり取りされる状況

ビッグデータ
（Big Data）

モノがインターネットにつながることによ
り集まった⼤量のデータ

⼈⼯知能
（Artificial Intelligence; AI）

⼤量データの分析等を可能とする
⾼度なコンピューター

例１：24時間体温測定する体温計を
活⽤した術後管理(⽶国の例)

IoT: 脇の下に体温計を貼り付
けて、⼿術後に退院した患者の
体温を24時間計測し、インター
ネット経由で病院に送信。

ビッグデータ： その結果、⼿術
後の体温変化に関する⼤量の
データを⼊⼿。

⼈⼯知能： 体温変化に関す
るデータと実際に発症した病状と
の関係を分析することで、如何
なる体温変化が⽣じた際に如何
なる問題が発⽣するか把握。

⼿術後、様態が悪化し、体温が上昇
した場合、いち早くその状況を病院サ
イドで把握。迅速な対応が可能に。

３つの技術⾰新

IoT: 周囲の状況をカメラやセ
ンサーなどを通じて瞬時に把握。

ビッグデータ： その結果、⾞体
のGPS位置情報、前後の交通
状況、道路マップといった⼤量の
情報を⼊⼿。

⼈⼯知能： 得られた⼤量の
情報を分析することで、⾞の⾃
動⾛⾏が可能に。将来的には、
渋滞の起こらない⾞の運⾏など
を実現。

運転⼿なしで⾃⽴的に⾛る⾃動⾞を
活⽤し、タクシーが撤退した過疎地で
の⾼齢者向け無⼈タクシーサービスを
検討する業者も。

例２：⾃動運転⾞を活⽤したロボット
タクシー（国内ベンチャー）
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家庭内におけるIoTデバイスの導⼊
 ネットワークに接続することで、遠隔で制御したり、遠隔から状況を把握す

ることが可能なIoTデバイスが徐々に市場投⼊されつつある。
 現時点においては、コア層を対象とした製品に過ぎないものの、将来的に、

様々なサービスとの連携などを通じて、より⼀般的な商品となる可能性。

スマートロック 冷蔵庫付きディスプレイ監視カメラ

 フォトシンスやQurio等のベンチャー
がスマートフォン等で開施錠可能
なスマートロックを販売。

 遠隔での⼀時的な権限付与や、
閉め忘れの確認も可能に。

 また、誰が鍵を開けたのかもわかる
ため、例えば⼦どもが時間通りに帰
宅しているか確認することも可能。

 セーフィーは撮影した画像をクラウ
ドに保存し、どこからでも確認可能
な監視カメラ「Safie」を発売。

 これまで警備会社などが提供して
きた⾼額で複雑な防犯・監視カメ
ラサービスと異なり、初期費⽤と安
価な⽉額料⾦で監視カメラを設置
することが可能に。

 アクアは冷蔵庫付きディスプレイ
「AQUADIGI」を開発中。

 Androidベースで様々なアプリを
動かすことができ、ジェスチャーによ
る操作にも対応。

 本体販売のみではなく、アプリやコ
ンテンツを通じた収益も出るビジネ
スモデル構築を⽬指す。

［出所：フォトシンス、Qurio HP］ ［出所：セーフィー HP］ ［出所：アクア 提供資料］
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オープンな連携を前提とした製品展開
 Phillipsは、ワイヤレスでの遠隔制御が可能なLED照明「Hue」を展開。
 APIを公開し、サードパーティのアプリ開発や、IFTTTとの連携も可能に。

［出所：Phillips website］

Phillips

 ワイヤレスでの遠隔制御が可能なLED照明。
 スマートフォンを活⽤して遠隔での操作やルール設定が可

能であり、単なるon/offのみならず、様々なシーンやサービ
スに合わせた環境の提供が可能。

 また、APIを公開し、サードパーティアプリの開発を推進
 さらに、IFTTTとも連携。

• 洗濯が終了した際に点滅させる
• 天気予報が⾬の場合には⽞関のライトが緑に光る
なども可能に。
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インターフェースの争奪競争
 Google、Apple、Amazonなどが家庭内のハブの獲得を狙う。

Google/NEST Apple

 Appleはスマートハウスの規格
である「Homekit」を公開。

 Homekitに対応した製品を、
iphone、Apple TV等のiOS
機器から遠隔制御が可能。

 既にPhilipsやInsteonなどが、
Homekit対応製品として販売
されている。

Amazon

 Amazonは⾳声認識⼈⼯知
能デバイス「Amazon Echo」
を販売。天気等を⾳声で質問
できる他、買い物リストの作成
も可能。

 また、トイレットペーパー等の⽇
⽤品をボタンを押すだけで購⼊
可能な「Amazon Dash 
Button」も展開。

［出所：Apple website］

［出所：Amazon website］

※ ⽇本では未発売 Googleは⼈⼯知能を搭載したスマートサーモスタットメー
カーNESTを2014年に買収。

 室内の状況やユーザーの⾏動パターンを感知・学習し、空
調や照明等のスマート機器を最適に⾃動制御するとともに、
電⼒会社からの遠隔制御により、需要を直接制御するこ
とも可能であり、⾼いDR効果を実現。

 さらに、NESTに蓄積される家の中の情報やユーザー⾏動
の情報を活⽤した新たなサービス事業の展開も検討。

 また、Wi-Fiルータである「On Hub」を2015年に発売
（⽇本未発売）。将来的に家庭内のIoTデバイスのハブ
となる可能性。

［出所：みずほ銀⾏説明資料、Google website］

On Hub
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海外におけるコンソーシアム
 エコーネットコンソーシアムと同様に、スマートハウスの実現に向けて機器

同⼠の連携を図るためのコンソーシアムの取組が各国で進展。

 Qualcomm等が中⼼となったAllSeen Allianceは、複数のデバイスやアプリが相互連携して繋がるためのフレームワーク
「AllJoyn」を展開。

 デバイス共通の基本的な機能と、機器間連携を実現させるサービスフレームワークから構成され、オープンソースソフトウェア
として公開。メーカー等は、これらを使って容易に機器やアプリを開発することが可能。

 既に複数の製品が販売され、windows10も対応。

AllSeen Alliance

［出所：Qualcomm資料］
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製品・サービス間連携プラットフォーム
 IFTTTやMyThingsなど、既存の製品・サービスを連携させるプラットフォー

ムや、これらとの連携を前提としたIoTデバイスも登場しつつある。

IFTTT Yahoo! Japan

 各ユーザーは「IF This Then That」とい
うコンセプトに基づく「レシピ」を⾃ら作成し、
共有することが可能。

 例えば、⽇の出の時間を知らせるweb
サービスと遠隔制御可能な照明を連携さ
せることで、⽇の出とともに照明をonにする
といった制御が可能。

 Yahoo! Japanは、 さまざまなIoT製品や
WEBサービスのAPIを集めた事業者向けプ
ラットフォームサービス「myThingsプラット
フォーム」を提供。

 ユーザーは様々な「チャンネル」を組み合わせ
ることで、⾃らのニーズに合わせてモノとサービ
ス、サービスとサービスをつなげることができる。

Cerevo

 IoTデバイスベンチャーで
あるCerevoは、IFTTT
やMy Thingsを経由し
て様々なwebサービスと
連携可能な物理鍵
「Hachey」を発売。

［出所：IFTTT website］ ［出所：Yahoo! Japan website］ ［出所：セレボ HP］
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１．エコーネットライトことはじめ

４．スマートハウスの新たな⽅向性

３．新たなスマートハウスの展開
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スマートハウスのドライビングフォース
 様々な要因を契機として、スマートハウスが促進される可能性。

これまで  省エネへの要請

契機①  ZEHの推進  より⾼度なエネルギーマネジメント

契機②  再⽣エネの導⼊拡⼤  出⼒抑制への対応、蓄電池連携

契機③  スマートメーターの普及  ⼀家に⼀台ECHONET Lite対応機器

契機⑤  IoT時代の到来  IoTデバイスの爆発的普及

 電⼒⼩売前⾯⾃由化  価格ではない付加価値への要請契機④
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⽅向性その１：⾼度なエネルギーマネジメント/新たなエネルギーサービス
 従来の集中電源に依存したエネルギー需給システムが⾒直され、これまで

⼀⽅的に供給を受けるのみであった需要家側において、創エネ（分散型電
源）・蓄エネ（蓄電池）・省エネ（ディマンドリスポンスなど）といった各
種のエネルギーリソースの普及が拡⼤。

 また、IoTとの融合による⾼度なエネルギーマネジメントの実現や、電⼒・ガ
スシステム改⾰による新たなエネルギーサービスの出現が期待される。
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⽅向性その２：⾮エネルギー分野への拡⼤
 これまでのエネルギー利⽤の最適化というエネルギー分野に限定された取組

から、「住居という空間」における「⼈々の暮らし」にフォーカスを当て、
デマンドサイドからのニーズを出発点とした多様な価値やソリューションの
提供へと拡⼤していく可能性。

 「省エネをしたい」というニーズを満たすことは可能。
 ⼀⽅で、「エネルギーを活⽤して●●したい」というニーズに対

して提供できる機能は何ら変わらない

エネルギー利⽤の最適化

⼈々の暮らしにフォーカスを当てると分野はより拡⼤

 「安全・安⼼」な⽣活を送りたい
 「健康」な⽣活を送りたい
 「快適・便利」な⽣活を送りたい

［出所：マッキンゼー資料］
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（参考）デマンドサイドのニーズを出発点とした製品・サービスの提供

［出所：第3回新産業構造部会 程委員プレゼン資料］
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考慮すべきポイント①：電⼒利⽤データ等の活⽤
 電⼒利⽤データをはじめとする家庭内のデータを活⽤した新たなサービスの

拡⼤が広がる可能性。
 特に、電⼒⾃由化を受けて、電気に付随する新たな付加価値としてこういっ

た取組が進む可能性。

IIJスマートメーターBルート活⽤サービス

［出所：IIJ HP］



29

考慮すべきポイント②：消費者の負担軽減につながるエコシステムの設計
 製品から得られるデータを活⽤することで、既存の社会システムを効率化し、

これまで埋没していた社会コストを削減することで費⽤回収に充てる等、消
費者の費⽤負担軽減につながるような適切なエコシステムの設計を⾏うこと
の出来る事業者が競争⼒を獲得する可能性。

不動産・住宅情報サイト「HOMEʼS」を展開するネクストで
は、フォトシンスと連携し、スマートロックを活⽤したスマート
内覧を実証中。

 メール等による電⼦キーの送付や時間を区切っての権限付
与が可能なスマートロックの活⽤により、従来は必要だった
不動産業者の⽴会による開錠が、将来的には鍵の電⼦的
な貸与による、個⼈のみの内覧に置き換わる可能性。

社会コスト 製品・サービスコスト

宅配の再配達コスト
（託送コストに上乗せ）

在・不在情報を把握
するデバイスコスト

漏⽔修理費⽤
（⽔道料⾦に上乗せ）

漏⽔検知を⾏うセン
サコスト

⽣活習慣病治療費
（保険料⾦に上乗せ）

活動量や⽣活リズム
把握のデバイスコスト

＜考えられるケース＞
ネクスト（⽇）

［出所：ネクスト資料］
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考慮すべきポイント③：オープン性の確保
 家庭内の製品、サービスへのニーズは多種多様であり、供給者も様々。
 このため、異業種との連携を前提としたオープンなエコシステム設計の下で、

各事業者がそれぞれの強みをテコに収益モデルを形成していくことが重要。

設備・製品

サービス

エネルギー
関連企業

IT事業者
コンテンツ事業者

（例）
タブレット等、
各種モニター

（例）
スマートメータ
ＮＥＳＴ

（例）
電気・ガス

（例）
インターネット

ハウスメーカー 建材・設備機器メーカー
（例）
キッチン・
リビング等

家電メーカー
（例）
スマート

電⼦レンジ

（例）
ホームセキュリティ 警備会社

（例）
宅配サービス 流通・⼩売事業者

（例）
⽕災保険 保険会社

オープンな連携の基盤として、ECHONET Liteの必要性が益々⾼まる可能性
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１．エコーネットライトことはじめ

５．スマートハウスの実現に向けて

３．新たなスマートハウスの展開
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ECHONET Liteの普及に向けた戦略

 ECHONET Liteの普及に向けて、「相互接続性の確保」と、「更なる活⽤の推進」のた
めの戦略的な取組を実施。

相互接続性
の確保 更なる活⽤の推進

①「産学官」の協業体制の構築 ③「国際標準化」の推進

②業界と連携した相互接続性強化 ④実証を通じた新サービス創出

ECHONET Liteの普及
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①「産学官」の協業体制の構築
 「スマートコミュニティ・アライアンス」の傘下に、産学官からなる「ス

マートハウス・ビル標準・事業促進検討会」を設置。

スマートコミュニティ・アライアンス 事務局：NEDO

企画委員会

国際戦略ＷＧ スマートコミュニティの国際展開戦略を議論

国際標準化ＷＧ スマートコミュニティの重要２６アイテムの国際標準化

ロードマップＷＧ スマートコミュニテイ展開のロードマップを策定

総務会

スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会 スマートハウス・ビルの実現⽅策を議論

全⾯的⽀援・協⼒

電 ⼒
参加メンバー参加メンバー

経済産業省 ・ NEDO

家 電
ガ ス

情報通信
重 電

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ等

スマートコミュニティ・アライアンス

幅広い業界から324企業・団体が参画（2014年9⽉19⽇現在）

実際の案件獲得に向けた受
注体制の構築

 海外市場、政府、競合相⼿
の動向等の情報収集・共有

世界市場獲得に向けての
ロードマップの作成・共有

国際標準化戦略の策定

早稲⽥⼤学、東京⼤学、神
奈川⼯科⼤学、慶應⼤学
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②業界と連携した相互接続性強化

 更なる相互接続性の強化に向けて、重点８機器を設定し、各⼯業会と連携して「イン
タフェース仕様書」及び「試験仕様書」を策定。

 更に、ECHONET Lite仕様への適合性を審査する「第三者認証」の仕組みを検討。

２０１４ ２０１５ ２０１６
仕
様
書
公
開

インターフェース標準仕様書・
試験仕様書作成

第
三
者
認
証

開
始第三者認証の

仕組み検討
第三者認証の
体制構築

スケジュール

太陽光発電
（⼀社）太陽光発電協会、

（⼀社）⽇本電機⼯業会
ガス・⽯油給湯器 （⼀社）⽇本ガス⽯油機器⼯

業会

蓄電池
（⼀社）電池⼯業会

（⼀社）⽇本電機⼯業会

エアコン

ヒートポンプ給湯機

（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会

（⼀社）⽇本電機⼯業会
電気⾃動⾞⽤

充放電器
（⼀社）電動⾞両⽤電⼒供

給システム協議会 照明機器 （⼀社）⽇本照明⼯業会

燃料電池 燃料電池実⽤化推進協議会 スマートメーター 完了済み

重点８機器と関係する⼯業会



35

③国際標準化の推進

 ECHONET Lite及びその対応機器の世界展開に向けて、 ECHONET Lite の国際
標準化を推進（IEC62394 Ed2.0及びISO/IEC 14543-4-3）。

 また、ASEANにおける普及に向けて各国に研究センターを設⽴。

OSI
Layer

Layer
5-7

Layer
1-4

Device Object

ECHONETLite Communication
Processing Block

Lower Communication Block
（IEEE802.15.4 etc.）
Transmission Medium

ISO/IEC 14543‐4‐3
Published:201５5/9

Application

Scope of ECHONET Lite Standards

IEC62394 Ed2.0
Published:2013/9

ECHONET Liteの国際標準化 ASEAN各国における研究機関の開設

 ASEAN各国におけるECHONET 
Liteの普及に向けて、認証⽀援等
を⾏うHEMS研究センターを設⽴。

 これまでに、タイ、マレーシアでセン
ターを設⽴し、エコーネットライトコン
ソーシアムとの連携を開始。
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④実証を通じた新サービス創出

 HEMSから得られる電⼒利⽤データを利活⽤し、単なる省エネに留まらない新たなビジネ
スモデルを確⽴すべく、「⼤規模HEMS情報基盤整備事業」を実施（H26-27）。

 同実証を通じて、⼤規模なHEMS情報基盤を構築し、①当該基盤の標準化、②プラ
イバシールールの整備も⾏う予定。

⾼齢者⾒守りサービス
HEMSデータから⾼齢者の⽣活パターン異常を検知。
独居⽼⼈等の⾼齢者の異常を早期に発⾒し、応急
処置や搬送サービスを提供。

機器メンテナンスサービス
HEMSデータから家電等の異常を検知し、故障前の
メンテナンスサービスや故障時の部品を事前準備する
サービスを提供。

採択事業者：
NTT、KDDI、ソフトバンク、
パナソニック等からなるコン
ソーシアム

対象地域：
東北から九州まで、6地域
14,000世帯にHEMSを配布

実証システムの構築と、消費者へのサービス提供の実施

アウトプット
 実際の運⽤を通じた情

報基盤の標準化

 消費者の実際の声を
反映したプライバシー対
応の検討

（〜H27年度末）
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IoTを活⽤した需要家側のエネルギーリソースアグリゲーション
 アグリゲーターが需要家側のエネルギーリソース（ＰＶ、蓄電池、ＥＶ、エネファーム、ネガワット

等）を最適遠隔制御する。さらに、IoTを活⽤して需要家群を統合することで、あたかも⼀つの発
電所（仮想発電所:Virtual Power Plant）のように機能させ、系統の調整⼒としても活⽤。

 系統負担を軽減した形での再エネ導⼊拡⼤による環境への適合及び安定供給の確保、⽯油⽕
⼒等の燃料費が⾼い既存調整⼒の代替による経済性向上により、３Eの達成に貢献。

既存調整⼒を代替

⽯油⽕⼒
ガス⽕⼒

〜2019FY（余剰買取終了）をターゲットとし、⾞載⽤蓄電池の市場拡⼤に伴う蓄電池価格の下落を⾒据えて政策展開〜

第3回官⺠対話（11/26） 総理指⽰
節電のインセンティブを抜本的に⾼める。家庭の太陽光発電やＩoＴを活⽤し、節電した電⼒量を売買できる『ネガワット取引市場』を、
２０１７年までに創設をいたします。そのため、来年度中に、事業者間の取引ルールを策定し、エネルギー機器を遠隔制御するための
通信規格を整備いたします。
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エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスの推進体制について
 エネルギーリソースアグリゲーションビジネスの振興にあたっては、情報通信規格の整備や電⼒システ

ムの制度整備など、多岐にわたる検討課題が存在。
 全く新しいビジネスであるため、本格的なビジネスの⽴ち上がりまで、官⺠でビジョンを共有し、検

討課題の全体像を整理しつつ、課題解決に向けて協調・持続的に取組を進めていくことが必要。
 このため、産学のトップマネジメント層で構成される「エネルギー・アグリゲーション・ビジネス・フォー

ラム」（平成28年1⽉26⽇設⽴）と、官主催の実務的検討の場である「エネルギー・リソース・
アグリゲーション・ビジネス検討会」（平成28年1⽉29⽇第1回開催）が相互に連携し、ビジネ
スの振興に向けた検討を持続的に進めていく。

エネルギー・リソース・
アグリゲーション・ビジネス検討会

・1/29第１回開催【経産省主催】
・アグリゲーションビジネスの発展に向けた、官主催

による有識者検討会
・多岐に渡る課題（通信規格や制度整備等）

について、実務者レベルで、全体像を整理。

エネルギー・リソース・
アグリゲーション・ビジネス・フォーラム

・1/26設⽴ 【座⻑：林・早稲⽥⼤学教授】
・産学主体でアグリゲーションビジネスを推進してい

くための合意形成の場
・メンバーはトップマネジメント層（役員クラス）

連携

ネガワット取引に係る
市場環境整備

アグリゲーターの
満たすべき要件検討通信規格諸課題 ・・・

検討・解決



省エネルギー・新エネルギー部
新産業・社会システム推進室
03-3580-2492

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要
東⽇本⼤震災後、従来の⼤規模集中電源に依存した硬直的な供給

システムを脱却するとともに、急速に普及している再⽣可能エネルギーを
安定的かつ有効に活⽤していくことが喫緊の課題となっています。

 こうした状況に対応するため、⾼度なエネルギーマネジメント技術により、
電⼒グリッド上に散在する①再⽣可能エネルギー発電設備や②蓄電池
等のエネルギー設備、③ディマンドリスポンス等需要家側の取組を統合
的に制御し、あたかも⼀つの発電所（仮想発電所）のように機能させ
る実証事業等を実施します。

 また、エネルギー設備や需要家等の地理的な分布が与える影響につい
ても検証します。

 こうした創エネ、蓄エネ、省エネを最適に組み合わせることにより、再⽣可
能エネルギーの導⼊拡⼤、更なる省エネルギー・負荷平準化を図ります。

国 ⺠間事業者等

補助（定額、1/2）補助

⺠間団体等

事業例②：⾼度制御型ディマンドリスポンス

バーチャルパワープラント構築事業費補助⾦
平成28年度予算案額 29.5億円（新規）

事業例①：蓄電池等のエネルギー設備を活⽤したビジネスモデルの確⽴

 送配電事業者が要請する需要
抑制量に対して、アグリゲーターは
過不⾜のない需要抑制を確保で
きるよう、複数の需要家から需要
抑制量を集めて整形

 確度の⾼いネガワット取引を実現
することで、送配電事業者が調
整⼒に⽤いることが可能に

成果⽬標
平成28年から平成32年までの5年間の事業を通じて、50MW以上の

仮想発電所の制御技術の確⽴等を⽬指し、更なる再⽣可能エネル
ギー導⼊拡⼤を推進します。

 また、節電した電⼒量を売電できる「ネガワット取引市場」（平成29年
までに創設予定）における取引を⾒据えたアグリゲーターの機器制御技
術の⾼度化を図ります。



資源エネルギー庁 新エネルギー対策課
03-3501-4031

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間団体等
補助

事業イメージ

成果⽬標
再⽣可能エネルギーの系統受⼊可能量の拡⼤を図ることで、再⽣可能

エネルギーの導⼊量拡⼤を⽬指します。

事業⽬的・概要
再⽣可能エネルギーの受⼊可能量の拡⼤⽅策として、遠隔で出⼒制

御を可能とする技術の確⽴に取り組むことが必要です。

本事業では、電⼒会社の中央給電指令所から、遠隔で再⽣可能エネ
ルギー発電設備の出⼒を、きめ細かに制御し、受⼊可能量を拡⼤する
ことを可能とするための技術実証を⾏います。

具体的には、通信⽅式の有効性・信頼性（セキュリティ）評価、通信
規格の統⼀、PCS※による出⼒制御技術の開発、実系統における実
証及びその結果を踏まえた技術の規格化を実施します。

※PCS（パワーコンディショナー（Power Conditioning System））
…太陽光発電の発電した直流の電気を交流に変換する等を⾏う設備。

⺠間団体等
補助（定額）

再⽣可能エネルギーの接続保留への緊急対応 744.0億円の内数

次世代双⽅向通信出⼒制御緊急実証
平成2６年度補正予算額 50.0億円

＜大規模再エネ発電事業者＞
・ 電力会社からオンラインによるリアルタイムの出力制御指令を行うため

専用回線での制御。
＜中小規模再エネ発電事業者＞
・電力会社から再エネ発電アグリゲーター（PCSメーカー等）へ出力制御

情報を配信。アグリゲーターは、自社で管理しているPCSに出力制御情
報を配信し、出力制御情報を書換。

本実証事業における制御⽅式のイメージ

一般電気事業者

配信先管理機能
（配信サーバ）

需給調整機能
（指令サーバ）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ/VPN
（専用回線）

指
令

デ
ー
タ

配信事業者
（アグリゲーター、

メーカー等）

配信先管理機能
（配信サーバ）

インターネット / VPN
（公衆通信網・携帯電話網等）

家庭内専用通信

通信・カレンダー機能付き
制御指示器

（通信／管理機器）

制御機能
（パワコン）

制御機能
（パワコン）

中小規模太陽光発電（10～500 or 2000kW）

家庭用太陽光発電（～10kW）

域内専用通信

通信・カレンダー機能付き
制御指示器

（通信／管理機器）

データ

指令

指令

データ

太陽光パネル

太陽光パネル

リアルタイム制御指示器
（通信／管理機器）

制御機能
（パワコン）

域内専用通信

太陽光パネル

大規模太陽光発（2000kW～）
指
令

デ
ー
タ
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IoT推進コンソーシアム/IoT推進ラボ
 IoT／ビッグデータ／⼈⼯知能時代に対応し、企業・業種の枠を超えて産官学

で利活⽤を促進するため、⺠主導の組織として「IoT推進コンソーシアム」を設⽴。
 技術開発、利活⽤、政策課題の解決に向けた提⾔等を実施。

専⾨ＷＧ

課題に応じて設置（当⾯はセキュリ
ティ、プライバシー関連）

先進的ﾓﾃﾞﾙ事業推進ＷＧ
（IoT推進ラボ）

ﾈｯﾄﾜｰｸ等のＩｏＴ関連技術の開
発・実証、標準化等

技術開発ＷＧ
（スマートIoT推進フォーラム）

先進的なﾓﾃﾞﾙ事業の創出、規制改
⾰等の環境整備

総 会

運営委員会 （15名）

 会⻑
 副会⻑

総務省、経済産業省
関係省庁等

情報通信研究機構（NICT）、⽇本情報経済社会推進協会（JIPDEC）等

協⼒ 協⼒

⽀援委員会 （25名）

参加企業等
924会員

（10⽉29⽇現在）

【会⻑】
村井 純 慶応義塾⼤学 環境情報学部⻑兼教授

【副会⻑】
中⻄ 宏明 株式会社⽇⽴製作所 執⾏役会⻑兼ＣＥＯ
鵜浦 博夫 ⽇本電信電話株式会社 代表取締役社⻑
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IoT推進コンソーシアム/IoT推進ラボ
 ラボ３原則（成⻑性・先導性、波及性（オープン性）、社会性）に基づき個別のIoTﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを発掘・選定し、企

業連携・資⾦・規制の⾯から徹底的に⽀援するとともに、
 ⼤規模社会実装に向けた規制改⾰・制度形成等の環境整備を⾏う。

運営委員会（15名）

IoT推進コンソーシアム

技術開発WG
（スマートIoT推進

フォーラム）

IoT推進ラボ
（先進的ﾓﾃﾞﾙ事業推進WG） 専⾨WG

ﾈｯﾄﾜｰｸ等のIoT関
連技術の開発・実
証、標準化等

先進的なモデル事
業の創出、規制改
⾰等の環境整備

課題に応じて設置
（当⾯はｾｷｭﾘﾃｲ、
ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ関連）

参加企業等 約1,650会員（1⽉18⽇現在）

製造分野
（※）

公共インフラ
・建設

モビリティ 医療・健康

スマート
ハウス

エネルギー

観光

農業 物流・流通 ⾏政 産業保安 教育
サービス

⾦融
（※※）

＜テーマ（案）＞

※ロボット⾰命イニシアティブ協議会と緊密
に連携 ※※FinTech研究会と緊密に
連携

⽀援内容
企業連携を促進し資⾦・規制両⾯から集中⽀援

資⾦⽀援
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの性質に応じた官⺠合同の資⾦⽀援
 事業化に向けた先進的な短期個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
 社会実装に向けた中期的実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ など

規制改⾰⽀援
プロジェクトの社会実装に向けて、事業展開の妨げ
となる規制の緩和、新たなルール形成等を実施

企業連携⽀援
業種・企業規模・国内外の垣根を越えた企業連
携、プロジェクト組成を促進する場（マッチング等）
の提供

⽀援委員会

• 各IoTプロジェクトに対するアドバイス、規制・制度に関する政
府提⾔等を⾏う



平成2８年度概算要求額 138.6億円（新規）
事業の内容 事業イメージ

事業⽬的・概要
IoT（モノのデジタル化・ネットワーク化）の進展によって、これまで

得られなかった様々なデータの収集が可能となり、こうしたビックデー
タを⼈⼯知能（AI）等によって解析することで、新たな知⾒・発
⾒を⽣み、それを実社会にフィードバックすることで新たな価値が創
造される社会が現実的になりつつある。
こうしたIoTの進展は、あらゆる産業において、ビジネスモデルの⾰

新をもたらす可能性があり、諸外国においても国を挙げて環境整
備に向けた取組が進められているところ。我が国においても、早急
に、（１）分野横断的な共通基盤技術の研究開発、（２）
各分野に関する実証事業を通じた新たなビジネスモデルの創出を
図り、我が国産業の競争⼒強化の基盤を整備する。

データの解析データの解析データの蓄積データの蓄積データの収集データの収集

IoT（Internet of Things）を活⽤した社会の実現
あらゆるモノがインターネットにつながり、⾼度な制御や新たなサービスが実現される社会へあらゆるモノがインターネットにつながり、⾼度な制御や新たなサービスが実現される社会へ

（１）IoT推進のための横断技術開発プロジェクト等
データ収集・蓄積・解析等に係る技術について、従来に⽐べ

て格段に省エネルギーで⾼度なデータ利活⽤を可能とする次世
代技術を産学官連携で開発。

（２）IoT推進のための社会システム推進事業等
製造、モビリティ、医療・健康、流通・宇宙、地域社会インフ

ラ、⾏政等の各分野におけるビックデータを活⽤した実証等を
⾏い、新たなビジネスモデルの創出を促す。

○⾃動⾛⾏（モビリティ）

セキュリティ

⾞載センサ 需要者に合わせた
移動の実現

地図情報や、センサーから取得した信号、⾃動⾞の
位置情報等を蓄積、解析し、その結果を反映するこ
とで、⾃動⾛⾏の実現とそれによる交通事故の減少
や環境負荷の低減を実現

○製造・⼯場
設備の稼働状況や在庫状況など、設計〜⽣
産〜販売部⾨から取得したデータ等を蓄積、
解析し、その結果を反映することで、需要を予
測した効率的な⼯場⽣産を実現

○⾏政・インフラ
各設備の稼働状況や保安点検記録データ、
過去の気温と需要データ等を蓄積、解析し、
その結果を反映することで、最適な設備更新
とインフラ運営を実現

（２）各分野に関する実証事業（実証イメージ例）

＜セキュリティ関係＞
サイバー攻撃からシステムを守るための検知・予測・防御技術

＜データの蓄積関係＞超
⼤容量・⾼速の読み書き可
能なデータストレージ

＜データの解析関係＞
⼤規模データの⾼速処理に
最適化したＡＩ専⽤計算
機

＜データの収集関係＞
端末側で⾼度なデータ処理
を⾏う情報収集システム

（１）分野横断的な共通基盤技術の研究開発

IoT推進に向けた研究開発・実証事業
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御静聴ありがとうございました。
是⾮意⾒交換しましょう

情報経済課 萩⾕
03-3501-0397


